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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期
第１四半期
連結累計期間

第17期
第１四半期
連結累計期間

第16期

会計期間
自平成26年１月１日
至平成26年３月31日

自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成26年１月１日
至平成26年12月31日

売上高 （千円） 260,859 628,253 1,028,177

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） 45,451 △73,817 163,595

四半期（当期）純利益又

は四半期純損失（△）
（千円） 22,059 △75,086 74,252

四半期包括利益又は包括

利益
（千円） 22,059 △56,418 74,252

純資産額 （千円） 1,298,604 1,304,984 1,350,801

総資産額 （千円） 1,445,359 4,587,838 3,244,296

１株当たり四半期（当

期）純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額

（円） 2.27 △7.71 7.63

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額又は潜在株式調整後

１株当たり四半期純損失

金額

（円） 2.17 - 7.30

自己資本比率 （％） 89.8 28.2 41.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成26年３月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額を算定しております。

４．第17期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお当社グループは、連結子会社２社及び非連結子会社１社より構成されており、平成27年１

月に当社連結子会社となったEffyis,Inc.については、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

①経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高628百万円（前年同期比140.8％増）、営業損失37百万円（前年同四

半期は営業利益45百万円）、経常損失73百万円（前年同四半期は経常利益45百万円）、四半期純損失75百万円（前

年同四半期は四半期純利益22百万円）となりました。なお、のれん償却前営業利益は27百万円となりました。ま

た、平成26年11月に買収を公表した米国Effyis,Inc.については、平成27年１月に買収が完了し、当第１四半期連

結累計期間より連結の範囲に含めております。

 

Effyis,Inc.について

Effyis社は平成12年５月にソーシャル・ビッグデータ提供会社として設立され、本日時点において世界で唯一、

中国版Twitterと呼ばれるSina Weiboのデータへのフルアクセス権の販売ライセンスを付与された、米国ミシガン

州のベンチャー企業です。主なサービスは、Sina Weiboを始め、世界中のBBSサイト、レビューサイト、オンライ

ン動画サイト等のソーシャル・ビッグデータを、マーケティングプラットフォーム提供企業、ソーシャル・ビッグ

データ分析企業、ソーシャル・ビッグデータ提供企業、及びビジネスインテリジェンスツール提供企業等に販売し

ております。中でも中国のソーシャル・ビッグデータのモニタリングや分析に関するニーズが急速に高まってお

り、現在、Sina Weiboその他のソーシャル・ビッグデータの売上が拡大していることから、今後も成長が加速する

ものと考えております。なお、当該データ販売に係る売上はサービス区分として「ソリューションサービス」に計

上しております。

 

サービスごとの概況について

① ソーシャルクラウドサービス事業

a.SaaS

当サービスは、ソーシャル・ビッグデータの分析ツールである「クチコミ＠係長」シリーズとソーシャルリスク

の監視ツールである「e-mining」シリーズから成り立っております。

「クチコミ＠係長」シリーズ及び「e-mining」シリーズとも堅調に新規受注を獲得し、かつ契約満了による解約

も減少したことから、当サービスの売上高は195百万円（前年同期比5.5％増）となりました。

 

b.ソリューションサービス

当サービスは、「クチコミ＠係長」を構成する「データ」及び「分析エンジン」を顧客に提供するサービス及び

ソーシャル・ビッグデータ分析を軸としたコンサルティングサービス、Effyis,Inc.が行っているデータ販売で

す。当第１四半期連結累計期間においては、Effyis,Inc.が連結子会社になったことにより、BBSやBLOGなどのデー

タ販売が同サービスに加算されたことにより、当サービスの売上高は431百万円（前年同期比484.9％増）となりま

した。

 

② その他事業

当事業は着メロ・着うたサービスであり、売上高は１百万円（前年同期比15.5％減）となりました。

 

販売費及び一般管理費について

Effyis,Inc.の買収に伴い、のれん償却額は65百万円となり、また同社を連結子会社としたことで、同社の販売

費及び一般管理費が合算されました。その結果、販売費及び一般管理費は291百万円（前年同期比150.0％増）とな

りました。

なお、平成27年12月期第１四半期から第３四半期連結決算については、日本基準で開示をするため、のれん償却

額が販売費及び一般管理費に計上されますが、平成27年12月期通期連結決算時には、IFRSにより開示を行う予定で

あることから、当該のれんに関する償却負担は無くなります。
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また、営業外費用に為替差損27百万円を計上いたしました。

 

財政状態の分析

（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、1,113百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,821

百万円減少いたしました。この主な要因は、Effyis,Inc.の買収に伴う現金及び預金の減少によるものでありま

す。

 

（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、3,474百万円となり、前連結会計年度末に比べて3,164

百万円増加いたしました。この主な要因は、Effyis,Inc.の買収に伴いのれんが3,125百万円発生したことによるも

のであります。

 

（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、2,790百万円となり、前連結会計年度末に比べて899百

万円増加いたしました。この主な要因は、Effyis,Inc.の買収に伴い短期借入金が2,248百万円となったことによる

ものであります。

 

（固定負債）

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、492百万円となり、前連結会計年度末に比べて490百万

円増加いたしました。この主な要因は、長期借入金467百万円の増加であります。

 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、1,304百万円となり、前連結会計年度末に比べて45百万

円減少いたしました。この主な要因は、新株予約権10百万円、為替換算調整勘定18百万円を計上したものの、四半

期純損失75百万円を計上したことによるものであります。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、７百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,735,500 9,772,500
東京証券取引所

（マザーズ）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 9,735,500 9,722,500 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成27年５月１日から本報告書提出日までの新株予約権行使により発行された株

式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　（1）新株予約権の発行

　当第１四半期会計期間において発行した第三者割当による新株予約権（有償ストックオプション）は、次

のとおりであります。

決議年月日 平成26年11月９日

新株予約権の数（個） 1,280（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 128,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 157,440,000（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成29年４月１日

至　平成30年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格 1,250

資本組入額 625

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 
（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株数を調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後目的株式数　＝　調整前目的株式数　×　分割又は併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 ×
１

分割・併合の比率

また、行使価格を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により行使金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 × 新規発行前の１株当たりの時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払

込金額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、平成27年12月期の監査済みの当社連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は損

益計算書）において、売上高が2,418百万円を達成しており、かつ、営業利益が544百万円を達成している場

合、または平成28年12月期の監査済みの当社連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は損益計算

書）において、売上高が2,418百万円を達成しており、かつ、営業利益が544百万円を達成している場合権利行

使することができる。

②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなると

きは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

④各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個あたりの発行価額は、2,000円とする。
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　当第１四半期会計期間において発行した第三者割当による新株予約権（行使価額修正条項付）は、次のと

おりであります。

決議年月日 平成26年12月17日

新株予約権の数（個） 13,630（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,363,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,223（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成27年１月８日

至　平成29年12月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）
（注）９

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社の事前の同意を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 
本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券

等の特質等は以下のとおりであります。

（注）１．本新株予約権の目的となる株式の総数は1,363,000株、本新株予約権１個当たりの本新株予約権の目的である

株式の数（以下「交付株式数」という。）は100株で確定しており、株価の上昇又は下落により各本新株予約

権の行使により交付を受けることができる当社株式１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）が修正さ

れても変化しない。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正された場合には、本新株予約権による資

金調達の額は増加又は減少する。

２．行使価額の修正の基準及び頻度

①行使価額の修正基準：本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「決定日」

という。）の前取引日（但し、決定日の前取引日に当社株式の普通取引の終日の売買高加重平均価格（以下

「ＶＷＡＰ」という。）のない場合には、その直前のＶＷＡＰのある取引日とする。以下「時価算定日」とい

う。）の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）における当社株式の普通取引のＶＷＡ

Ｐの92％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切上げる。以下「修正後行使価額」

という。）に修正され、修正後行使価額は決定日以降これを適用する。但し、本項に定める修正後行使価額の

算出において、かかる算出の結果得られた金額が下限行使価額を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使

価額とする。

②行使価額の修正頻度：行使の都度、①に記載のとおり修正される。

３．行使価額の下限及び新株予約権の目的となる株式の数の上限

①行使価額の下限：当初金889円

②新株予約権の目的となる株式の数の上限：1,363,000株

③資金調達の下限：本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限（①に記載の行使価額の下限にて本

新株予約権が全て行使された場合の資金調達額）：1,211,707,000円（但し、本新株予約権は行使されない可

能性がある。）

４．本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取得を可能とする条項が設けられてい

る。

①当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の発行日の翌日以降、会

社法第273条及び第274条の規定に従って通知をし、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり

金60円にて、残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部を取得する場合には、抽選

その他の合理的な方法により行うものとする。

②当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割若しくは新設分割を行うこと、又は当社が株式交換若しくは株

式移転により他の会社の完全子会社となること（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を当社の

株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、会社法第273条の規定に従っ

て通知をし、当該組織再編行為の効力発生日より前で、かつ当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１

個当たり金590円にて、残存する本新株予約権の全部を取得する。
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③当社は、本新株予約権の発行後、20連続取引日（但し、終値のない日は除く。）の東京証券取引所における当

社株式の普通取引の毎日の終値が下限行使価額を下回った場合、割当先に対し、取得請求に係る本新株予約権

の全部を取得する旨を速やかに書面にて通知したうえ、取得請求に係る書面を受領した日から１ヵ月が経過す

るまでの日に、本新株予約権１個当たり金590円にて、残存する本新株予約権の全部を取得する。

５．本新株予約権に表示された権利の行使に関する事項について割当先との間で締結する取決めの内容

当社は割当先との間で、本新株予約権買取契約及び以下の内容を含んだファシリティ契約を締結しておりま

す。

［ファシリティ契約の内容］

ファシリティ契約とは、当社と割当予定先との間において、本新株予約権の行使プロセス等について取り決め

るものであり、以下のとおり、ファシリティ特約期間中は原則として当社が行使要請を行った場合に限り本新株

予約権の行使を可能とすること、割当予定先は当社の要請に従い本新株予約権を行使するよう最大限努力するこ

と等を規定するものです。

①割当先は、平成27年１月８日から平成29年11月30日までの期間（以下「ファシリティ特約期間」という。）に

おいては、本新株予約権の行使期間内であっても、ファシリティ契約の規定に従って行使する場合のほか、本

新株予約権を行使しないことに同意します。

②当社は、ファシリティ特約期間において、ファシリティ契約の規定に従い、随時、何回でも、割当先に対して

本新株予約権の行使を要請する期間（以下「行使要請期間」という。）及び行使要請期間中に割当予定先に対

して行使を要請する本新株予約権の個数（以下「行使要請個数」という。）を定めることができます。

③当社は、行使要請期間及び行使要請個数を定めたときは、行使要請期間の初日の前取引日までに、割当予定先

に対して通知（以下「行使要請通知」という。）を行います。なお、当社は、行使要請通知を行った場合、そ

の都度プレスリリースを行います。

④当社は、当社に重要事実等が生じた場合には、かかる事実等について公表がされた後でなければ、行使要請通

知を行うことができません。

⑤当社が行使要請通知を行った場合、割当先は、行使要請通知に定める行使要請期間中において、行使要請個数

の全てにつき、本新株予約権を行使するよう最大限努力します。但し、割当先は、本新株予約権を行使する義

務は負いません。

⑥１回の行使要請通知に定める行使要請期間は、20取引日以上の期間です。

⑦１回の行使要請通知に定める行使要請個数は、400個以上、9,700個以内の範囲です。

⑧当社は、割当先に対し、撤回通知を交付することにより、その時点で未行使の行使要請個数のある行使要請通

知を撤回することができます。但し、行使要請通知に係る残存行使要請期間（撤回通知が行われた日（当日を

含む。）から当該行使要請通知に係る行使要請期間終了日までの期間をいう。）が３取引日未満である場合を

除きます。なお、当社は、撤回通知を行った場合、その都度プレスリリースを行います。

⑨約３年間の行使期間のうち最後の１か月間は、自由裁量期間となり、割当予定先は自社の裁量で自由に行使す

ることが可能となります。

６．当社の株券の売買について割当先との間で締結する取決めの内容

該当事項はありません。

７．当社の株券の貸借に関する事項について割当先と当社の特別利害関係者等との間で締結される取決めの内容

割当先と当社代表取締役社長である内山幸樹の間で株券貸借取引契約の締結を行っております。

８．その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。

９．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるところ

に従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は

その端数を切上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減

じた額とする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年１月１日～

平成27年３月31日
－ 9,735,500 － 557,488 － 292,067

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,732,800 97,328 －

単元未満株式 普通株式　　　2,700 － －

発行済株式総数 9,735,500 － －

総株主の議決権 － 97,328 －

 

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,772,545 790,452

売掛金 126,703 266,617

前払費用 25,017 47,183

繰延税金資産 11,867 12,023

その他 1,066 1,140

貸倒引当金 △2,202 △3,652

流動資産合計 2,934,998 1,113,764

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 1,840 1,840

減価償却累計額 △681 △734

建物附属設備（純額） 1,159 1,106

工具、器具及び備品 155,832 178,953

減価償却累計額 △115,494 △132,028

工具、器具及び備品（純額） 40,338 46,925

リース資産 6,290 11,179

減価償却累計額 △2,935 △4,122

リース資産（純額） 3,354 7,056

有形固定資産合計 44,852 55,088

無形固定資産   

のれん 140,019 3,193,310

ソフトウエア 73,995 176,293

ソフトウエア仮勘定 23,743 39,964

その他 66 66

無形固定資産合計 237,825 3,409,634

投資その他の資産   

投資有価証券 14,387 -

関係会社株式 7,920 7,920

出資金 0 0

長期前払費用 - 1,431

繰延税金資産 4,313 -

投資その他の資産合計 26,620 9,351

固定資産合計 309,298 3,474,073

資産合計 3,244,296 4,587,838
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 1,700,000 2,248,204

1年内返済予定の長期借入金 - 142,099

リース債務 1,336 2,545

未払金 64,775 213,599

未払費用 25,033 23,488

未払法人税等 42,583 870

未払消費税等 19,919 6,873

前受金 12,189 134,543

預り金 8,148 9,913

賞与引当金 17,114 6,078

その他 86 2,231

流動負債合計 1,891,187 2,790,447

固定負債   

長期借入金 - 467,630

リース債務 2,308 1,968

繰延税金負債 - 22,807

固定負債合計 2,308 492,406

負債合計 1,893,495 3,282,853

純資産の部   

株主資本   

資本金 557,488 557,488

資本剰余金 620,467 620,467

利益剰余金 172,844 97,757

株主資本合計 1,350,801 1,275,714

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 - 18,668

その他の包括利益累計額合計 - 18,668

新株予約権 - 10,601

純資産合計 1,350,801 1,304,984

負債純資産合計 3,244,296 4,587,838
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 260,859 628,253

売上原価 98,517 373,989

売上総利益 162,342 254,264

販売費及び一般管理費 116,777 291,921

営業利益又は営業損失（△） 45,564 △37,657

営業外収益   

受取利息 55 119

受取手数料 42 150

その他 38 1

営業外収益合計 135 271

営業外費用   

支払利息 80 8,561

為替差損 169 27,702

その他 - 167

営業外費用合計 249 36,431

経常利益又は経常損失（△） 45,451 △73,817

特別利益   

固定資産売却益 - 71

特別利益合計 - 71

特別損失   

固定資産売却損 34 -

固定資産除却損 - 0

出資金評価損 - 1,300

特別損失合計 34 1,300

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
45,417 △75,046

法人税、住民税及び事業税 12,723 90

法人税等調整額 10,634 △49

法人税等合計 23,358 40

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
22,059 △75,086

四半期純利益又は四半期純損失（△） 22,059 △75,086
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
22,059 △75,086

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 - 18,668

その他の包括利益合計 - 18,668

四半期包括利益 22,059 △56,418

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 22,059 △56,418

少数株主に係る四半期包括利益 - -

 

EDINET提出書類

株式会社ホットリンク(E30091)

四半期報告書

14/19



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結範囲の重要な変更）

当第１四半期連結会計期間より、株式取得による子会社化に伴いEffyis,Inc.を連結の範囲に含めておりま

す。なお、当該連結の範囲の変更については、当四半期連結会計期間の属する連結会計年度に重要な影響を与え

ております。当該影響の概要は、連結貸借対照表の総資産の額の増加、連結損益計算書の売上高の増加となりま

す。

 

（追加情報）

（法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定

実効税率は従来の35.64％から平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等につい

ては33.10％に、平成29年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、

32.34％となります。

この税率変更による影響は、軽微であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

減価償却費 14,266千円 27,519千円

のれんの償却額 14,484 65,555

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

当社グループは、ソーシャルクラウドサービス事業の単一セグメントであるため、記載は省略しておりま

す。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

当社グループは、ソーシャルクラウドサービス事業の単一セグメントであるため、記載は省略しておりま

す。

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の概要

被取得企業の名称　Effyis,Inc.

事業の内容　ソーシャル・ビッグデータ提供事業

 

(2) 企業結合を行った主な理由

当社グループは「ビッグデータ×ソーシャル×クラウド」を事業コンセプトとし、ソーシャル・ビッグ

データを活用するSaaSツールの提供（SaaS事業）、ソーシャル・ビッグデータを活用する他のプレイヤーに

対して、ソーシャル・ビッグデータや、その解析エンジンを供給するソリューション事業の２つの事業を展

開しております。

当社グループを取り巻く環境においては、Facebook、Twitter、Google+、LINE及びSina Weibo等、主要な

ソーシャルメディアサービスのMAU(Monthly Active User)が単純合計で39億人を超え、ソーシャルメディア

はもはや、生活になくてはならいものになったと言えます。このようなソーシャルメディアの普及に伴い、

マーケティング分野のみならず、様々な業界、分野でのソーシャル・ビッグデータの活用が進んでおりま

す。
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このソーシャル・ビッグデータに関する業界は、日本市場のみならず、グローバル市場において、①デー

タ保有プレイヤー、②データ流通プレイヤー、③データ活用プレイヤーという３つのプレイヤーで構成され

ています。この中で、データ保有プレイヤーが生み出すソーシャル・ビッグデータの種類は多様化し、ま

た、データ量が肥大化するに伴い、多様なソーシャル・ビッグデータを一括で、かつ安定的に、かつ漏れ無

く収集したいというデータ活用プレイヤーからのニーズが高まっています。従って、それら２つのプレイ

ヤーをつなぐデータ流通プレイヤーの役割が益々重要になってきております。

そのような状況の中、ソーシャル・ビッグデータの流通プレイヤーとして、グローバル市場におけるキー

プレイヤーの１社であったTopsy Labs,inc.は平成25年12月にApple,Inc.に買収され、同じく当社と業務提携

契約を締結しているGnip Inc.も平成26年４月にTwitter Inc.に買収されるなど、業界の統合、再編が起こっ

ております。

 

一方、当社グループは、成長戦略として次の３つを展開しております。

ソーシャル・ビッグデータ活用の

　・マーケティング分野での浸透

　・多様な産業への展開及びデータ流通プレイヤーの地位確立

　・海外展開

 

データ流通プレイヤーの地位確立、及び海外展開の具現化、を図るに当って、グローバル市場における

ソーシャル・ビッグデータの流通プレイヤーの地位を確立することは、極めて重要なアクションと考えてお

ります。そこで、グローバル市場におけるソーシャル・ビッグデータの流通プレイヤーのキープレイヤーで

あり、グローバル企業群を顧客として持つEffyis社の発行済株式数の100％を取得することといたしました。

 

Effyis社は平成12年５月にソーシャル・ビッグデータ提供会社として設立され、本日時点において世界で

唯一、中国版Twitterと呼ばれるSina Weiboのデータへのフルアクセス権の販売ライセンスを付与された、米

国ミシガン州のベンチャー企業です。主なサービスは、Sina Weiboを始め、世界中のBBSサイト、レビューサ

イト、オンライン動画サイト等のソーシャル・ビッグデータを、マーケティングプラットフォーム提供企

業、ソーシャル・ビッグデータ分析企業、ソーシャル・ビッグデータ提供企業、及びビジネスインテリジェ

ンスツール提供企業等に販売しております。中でも中国のソーシャル・ビッグデータのモニタリングや分析

に関するニーズが急速に高まっており、現在、Sina Weiboその他のソーシャル・ビッグデータの売上が拡大

していることから、今後も成長が加速するものと考えております。

 

(3) 企業結合日

平成27年１月21日

 

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

 

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

 

(6) 取得した議決権比率

100％

 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とする株式取得による企業結合であるため、現金を引き渡した企業（当社）を取得企業として

おります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績期間

平成27年１月１日から平成27年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の原価 2,698,892千円

取得に直接要した費用（アドバイザリー費用等） 51,539千円

取得原価 2,750,431千円
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４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

3,125,945千円

なお、のれんの金額は、取得原価の配分が完了していないため暫定的に算定された金額であります。

(2) 発生原因

主としてEffyis,Inc.の今後の展開によって期待される将来の収益力に関連して発生したものであります。

(3) 償却方法及び償却期間

15年間にわたる均等償却

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
2.27 △7.71

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）（千円）
22,059 △75,086

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（千円）
22,059 △75,086

普通株式の期中平均株式数（株） 9,705,044 9,735,500

（２）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 2.17 －

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 480,774 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

（注）１．当社は、平成26年３月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

を算定しております。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年５月15日

株式会社ホットリンク

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 轟　芳英　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　知倫　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安藤　眞弘　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホット
リンクの平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から
平成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半
期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホットリンク及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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